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資料５-３



 
 



当事者・家族
企業

(事業主)
企業

(従業員)
障害福祉
関係者

市民
(地域)

横浜市障害者就労啓発出前講座事業 〇 〇 企業や経済団体等に出向き、障害者雇用に関する講座を実施 〇 〇

障害者雇用好事例紹介事業 〇
障害者雇用検討している企業を主対象に、横浜市内の障害者雇用企業の雇用の工夫や取組
を紹介し、雇用促進を図る

〇

就労促進担当職員による訪問 〇 横浜市内の企業を中心に訪問を行い、障害者雇用の検討や実習受入れの協力を促す 〇 〇

企業交流会
※神奈川県共催

〇
雇用なし、もしくは雇用中も職場定着に課題感のある企業を対象とした、雇用企業の体験談
の紹介や雇用に関するグループワーク等をメニューとする、小規模セミナーの実施

〇 〇

働きたい！わたしのシンポジウム 〇 〇 当事者の経験談や支援機関の紹介等を通じ、働くということに対する理解促進を図る 〇

障害者就労啓発パネル展「ともに働く」 〇 障害者就労について考える機会を提供し、理解促進を図る 〇

働きたい！わたしの職場見学・体験会 〇 〇
福祉的就労をしている利用者・施設職員を対象に、地域の障害者雇用企業の見学を通じて、
具体的な就労イメージを持つ機会を提供する

〇

障害者就職面接会
※神奈川労働局・神奈川県共催

〇 〇 求職中の当事者が求人企業と一同に会す面接会を実施し、雇用機会の拡大を図る 〇 〇

ふれあいショップ 〇 〇
公共施設内に飲食物の提供等を行う店舗を設置し、障害者を雇用し、広く市民に障害者就労
を知る機会を提供する

〇 〇

わたしは街のパン屋さん 〇 〇
市内にある障害福祉事業所で働く利用者が作成したパン等を市庁舎内で販売し、障害理解
の促進や事業所の販売力の向上を図る

〇 〇

ＪＲ関内駅北口就労啓発施設 〇 〇
当該施設を障害者雇用及び雇用を通じた地域連携を図る事業者に貸付を行い、雇用の創
出、障害理解の促進を図る

〇 〇

浦舟複合福祉施設 〇 〇
当該施設の一部を障害者雇用及び雇用を通じた地域連携を図る事業者に貸付を行い、雇用
の創出、障害理解の促進を図る

〇 〇

企
業
向
け
啓
発
事
業

市
民
向
け
啓
発
事
業

雇
用
創
出
・
就
労
啓
発
事
業

障害者就労啓発事業について

　事業

ターゲット層

実施方法等

雇
用
促
進

就
労
機
会

(

意
欲
向
上

)

障
害
理
解

障害者就労啓発事業は、障害者の「就労」について、当事者、企業（事業主・従業員）、障害福祉関係者、市民(地域）等に広く知っていただくことにより、就労機会の拡大や、「働く」ことを通じた障害理解の促進につ

なげることを目的とし、シンポジウム、研修、公共施設の活用など、様々な形で実施しています。

(※第４期障害者プランにおいても、「多様な働き方や障害者就労に対する理解促進」を取組のひとつとして掲げています。)

今後も引き続き、障害者就労啓発事業をより効果的に実施できるよう、ターゲット層や実施手法等について検討を進めています。

当事者

家族
市民

障害

理解

就労機会

(意欲向上)

障害者就労啓発パネル展

「ともに働く」

ふれあいショップ・わたしは街のパン屋さん

ＪＲ関内駅北口就労啓発施設

浦舟複合福祉施設

働きたい！

わたしの

職場見学・体験会

働きたい！わたしのシンポジウム

企業

事業主

企業

従業員

障害

理解

雇用

促進

出前講座

雇用好事例

紹介事業 企業交流会

就労促進担当

による訪問

【企業向け啓発事業】 【市民向け啓発事業、雇用創出・就労啓発事業】

資料６

今回、議題にて詳細後述
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【議題：企業啓発事業の現状と今後の取組について】  

 

 

 

 

 

  

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表４）各事業実施概要 

事業名 障害者雇用啓発 

出前講座 

障害者雇用 

好事例紹介 

就労促進担当職員 

による訪問 

企業交流会 

（神奈川県共催） 

対象 市内団体・個別企業 

（規模限定なし） 

主に市内中小企業 市内団体・企業等 

（規模限定なし） 

主に市内中小企業 

（常勤雇用 500 人未満） 

申込形態 

広報手段 

・随時申込受付、就労促進担当

から団体へのアプローチ 

・市 HP、雇用相談の延長、 

就労促進担当による紹介 

・掲載は事業協力企業限定、就

労促進担当働きかけ 

・市 HP、E メールバナー、就労

促進担当による紹介 

・事業実施毎に随時訪問 

・電話やEメール問い合わせ

対応、企業団体による紹介な

ど 

・神奈川県 HP 

・神奈川県より発送されたチラシ

による FAX もしくは神奈川県

HP、企業団体紹介 

実施形態 集合型（一部オンラインあり） 

講師派遣、見学先手配は希望

に応じてカスタマイズ 

市 HP 掲載 

掲載データは動画不可 

企業 URL 可 

TEL、訪問、一部オンライン

対応 

 

集合型（オンライン併用） 

 

令和６年度 

実績 

（令和５年度） 

計 3 件 43 者 73 名 

（計５件 74 者 90 名） 

掲載：16 者 うち新規４者 

（掲載 13 者 うち新規３者） 

 

企業訪問：２月末現在 50 件 

（企業訪問 105 件） 

 

参加者計 81 名： 

会場 23 名/オンライン 58 名 

（計 53 名：20 名/33 名） 

連携先 ・横浜市障害者就労支援センタ

ー、よこはま障害者生活・就業

支援センタースタート 

・当係障害者就労啓発事業 

協力事業所 

・神奈川県障害者雇用促進 

センター 

・横浜市工業会連合会 

・神奈川県 

・よこはま障害者生活・就業 

支援センタースタート 

 

（３） 企業啓発事業全体の現状分析 

ア）事業効果（障害者雇用啓発出前講座＋企業交流会 参加状況） 

啓発ターゲット層となる市内中規模事業所 3,400者に対し、令和６年度事業参加者数は 150名程度、ターゲットの

4.4％（（２）表４ 令和６年度実績より） 

イ）広報手段 

就労促進担当による団体を通じた紹介、市 HP の他、問合せがあった際に案内（（２）表４ 広報手段より） 

ウ）実施形態 

基本は集合型（一部当日オンライン開催）の為、雇用意欲のある企業向け実施が主。一部、障害者就労啓発出前講座事

業のうち、区事業との抱き合わせ実施あり。 

 

 

実施主体 セミナー・出前講座 事例紹介 その他啓発・支援制度 

川崎市 

（企業応援センター

かわさきに委託） 

・障害者雇用促進ネットワーク会議 

（企業様向けセミナー） 

・企業応援通信 

・企業応援だより 

（企業応援センターかわさき HP 上） 

・障害者雇用相談 

・短時間雇用プロジェクト 

・就労体験 

神奈川県 

 

 

【雇用労政課】 

・企業交流会（横浜市共催） 

・産業人材育成フォーラム（横浜市後援） 

【障害者雇用促進センター】 

・研修会 

【障害福祉課】 

・心のバリアフリー推進員養成研修講座 

・障害者理解促進コーディネート事業 

【雇用労政課】 

・かながわ障害者雇用優良企業の紹

介、インタビュー（県 HP） 

【障害者雇用促進センター】 

・障害者雇用啓発ブック「ともに歩む」、

「ともに歩む」ナビ（県 HP） 

 

【雇用労政課】 

・企業のための障害者雇用ガイドブック 

「ともに働き、ともに働く」 

・かながわ障害者雇用優良企業認証制度 

・精神障害者職場指導員設置補助金 

【障害者雇用促進センター】 

・法定雇用率未達企業個別訪問 

・障がい者雇用開拓・体験実習支援事業 

その他行政機

関 

 

【神奈川労働局】 

・障害者雇用促進セミナー（オンライン） 

・精神・発達障害者しごとサポーター養成講座 

【神奈川障害者職業センター】 

・企業在籍型職場適応援助者養成研修 

【神奈川障害者職業センター】 

・障害者雇用マニュアル 

・障害者雇用事例リファレンスサービス 

 

【神奈川労働局】 

・障害者雇用指導、各種助成金 

・障害者雇用に関する優良な中小事業主に

対する認定制度（もにす認定制度） 

【神奈川障害者職業センター】各種助成金 

 

1 企業啓発事業の現状  

（表２） 企業規模別 神奈川県内障害者法定雇用率未達成企業の雇用状況(抜粋)   

（表 1）企業規模別 障害者法定雇用率達成企業割合(抜粋)    

（１）啓発ターゲット  

ア） 横浜市内中規模事業所 8,555者。(*1) 

イ） （表１）（表２）から算出される障害者雇用数 0 人

企業の割合を市内中規模事業所にあてはめた場

合、約 40％（概算 3,400 者）が障害者雇用 0 企

業と推測されます。これら事業所を主に啓発ター

ゲット層とし、障害者の就業環境醸成を図ります。 

 

(＊1) 令和３年経済センサス－活動調査 横浜市結果報告 

より抜粋、民間事業所数 116,479（法人等は 90,379 事

業所）のうち、従業員数 30 人以上 300 人未満の中規模

事業所＝事業所従業員数 30 人～49 人、50～99 人、

100～199人、200～299人の累計 

 

（２） 各事業実施状況 

就労支援係では、障害者が安心して働ける環境整備を念頭に、市内企業や各種団体を対象に、障害者

雇用に関する出前講座を行う他、障害者雇用に係る好事例の紹介や、就労促進担当による企業訪問等

を行っています。          

今回、これらの啓発事業を効果的に実施する為に、次にあげる現状をふまえ、事業主へのアプローチ及

び広報について検討したいと考えます。 

 

当課では、（表３）（表４）にある通り、団体・企業ニーズに合わせた障害者就労啓発出前講座事業や神奈川県と

の共催による企業交流会、市内に事業所のある企業の障害者雇用にかかる先行事例紹介事業を柱とし、就労促

進担当職員による訪問や広報によって市内企業団体・個別企業の事業主等に対し、障害者および従業員双方に

とっての働きやすさ、について啓発を行っています。 

 

（表１）（表２）とも令和６年 6 月 1 日時点神奈川県障害者雇用状況より）  

（表３）企業向け啓発事業の現状（資料６より抜粋）  

40～100人未満：達成率 42.3％ 

（約 58％未達 1,723者/2,986者） 

100～300人未満：達成率 44.9％ 

（約 55％未達    982者/1,781者）  

法定雇用率未達の対象企業 合計 2,705者

  

 

 

 

 

1,751 

障害者雇用が 0人である企業 

40～100人未満：89.3％ 1,538者 

100～300人未満：21.7％   213者   計 1,751者 

同規模法定雇用率未達企業合計 2,705者のうち 65％、 

同規模算定対象企業合計 4,767者のうち 36.7％が該当 

 

2,705 

当事者・家族
企業

(事業主)

企業
(従業員)

障害福祉
関係者

市民
(地域)

横浜市障害者就労啓発出前講座事業 〇 〇 企業や経済団体等に出向き、障害者雇用に関する講座を実施 〇 〇

障害者雇用好事例紹介事業 〇
障害者雇用検討している企業を主対象に、横浜市内の障害者雇用企業の雇用の工夫
や取組を紹介し、雇用促進を図る

〇

就労促進担当職員による訪問 〇 横浜市内の企業を中心に訪問を行い、障害者雇用の検討や実習受入れの協力を促す 〇 〇

企業交流会
※神奈川県共催

〇
雇用なし、もしくは雇用中も職場定着に課題感のある企業を対象とした、雇用企業
の体験談の紹介や雇用に関するグループワーク等をメニューとする、小規模セミ
ナーの実施

〇 〇
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資料７ 

（ご参考）企業向け障害者就労啓発事業における神奈川県内他行政機関との比較 



２． 今後の事業方向性について＝ 事業主に対するアプローチ方法の検討 

（１） 啓発手段： 「横浜で・自分らしく・働く」 を気軽でわかりやすく伝える  

ア） 事業主に対する従業員向け障害者就労啓発資料の提供 【新規】 

デジタルコンテンツによる障害者就労啓発事例紹介 

イ） 障害者と中小企業・団体等との接点をつくる 【推進】 

市民啓発事業との連携、参加促し（図１ 企業啓発＋市民啓発） 

 

(2) 広報先の拡大：事業主が所属する団体への啓発活動の活発化 【推進】 

市内業界団体や企業団体を通して、（１）を推進 

現状：横浜市工業会連合会傘下団体、神奈川県中小企業家同友会など 

今後：上記に加え、各地域法人会（区と連携）、横浜商工会議所他、雇用が難しいとされる業界団体など 

 

（３） 係内他事業や他部局事業との連携 【推進】 

ア） 障害者福祉事業所と受発注や販売支援関係にある企業・団体向けに前述障害者就労啓発事例紹介 

（図１ 事業所支援＋企業協働） 

イ） 障害者就労啓発出前講座と他部局事業コンテンツとの合同開催検討 

 

【図１ 係内他啓発事業連携イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）イ 

【推進】 

（３）ア【推進】 

 

（２）【推進】 

（１）ア【新規】 
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